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Working Report

崎山沖2MW浮体式洋上風力発電所(長崎県五島市沖)

i-net Vol.71 2025年9月発行

2025年2月、「エネルギー基本計画」と「地球温暖

化対策計画」が改正され、続いて新たな「国が決定す

る貢献(NDC)」が政府から国連に提出されました。NDC

はパリ協定に基づき各国に作成が義務付けられてい

るネットゼロ(脱炭素化)に向けた国家プランです。国連

への提出は、その国の取り組みの国際公約化という意

味合いがあります。今回、日本は2050年ネットゼロに

向け、温室効果ガスを2013年度比で2035年に60％

削減、2040年に73％削減することを宣言しました。

ネットゼロに向けた道筋は多様ですが、再生可能

エネルギーの利用拡大は、①脱炭素化に加えて、

②市場での付加価値が高い脱炭素製品の製造とい

う産業競争力の強化、③国産エネルギーであること

によるエネルギー安全保障の強靭化、という３つの

便益(ベネフィット)を有することから、最重要の取り組

みのひとつとされています。

改正エネルギー基本計画では、2040年度の電源

構成における再エネの割合を4～5割程度の見通しと

し、風力発電については2030年度までに10GW(GW=

百万kW)、2040年までに30～45GWの案件形成を目

指しています。このため風力発電、とりわけ浮体式洋上

風力発電への期待が大きくなっています。

浮体式洋上風力発電は、着床式とは異なり、風車

を洋上の浮体に設置して発電します。遠浅の海を有

する欧州とは違い、急峻な海底に囲まれている日本

では、浮体式洋上風力発電は脱炭素化のための鍵

として注目されています。沖合は風が強いため、排他

的経済水域(EEZ)には膨大な発電ポテンシャルが存

在していると考えられるからです。

政府は、洋上風力発電の導入促進の環境整備を

強力に進めています。2025年4月には港湾法が改正

され、洋上風力発電設備の設置・維持管理に必要な

基地港湾の利用効率化等の措置が導入されました。

同年6月には「再エネ海域利用法」が改正され、EEZ

内への洋上風力発電設備を促進するための仕組み

が導入されました。環境アセスメントについては、立地

や環境影響等の洋上風力発電の特性を踏まえた最

適なあり方について技術的な検討が進められていま

す。洋上風力発電の拡大に伴って、日本の周辺海

域での海洋環境や生態保全を目的とした調査モニタ

リングのニーズは今後一層高まると考えられます。

当社は、事業の計画段階での環境配慮から、事業

実施前の調査計画の立案、現地調査、予測評価、

対策検討、事後調査に至るまで、豊富な技術と実績

を有しています。さらに、水中インフラ点検にホバリン

グ型AUV「YOUZAN」等の海洋ロボットを用いた自社

技術を活用していくことで、これからの社会のニーズ

に積極的にお応えしていきたいと考えています。
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取締役副社長 森下 哲

洋上風力発電の今後の展開
～脱炭素化・産業競争力強化・安全保障強靭化のトリプル・ベネフィット～
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お部屋の健康診断

PCR検査法によるDNA診断

綿棒でふき取って送るだけ(送料無料)
お客様の状況に合わせた診断
プランを用意しております。

ホコリや汚れの中に存在する
ダニ・花粉・カビ・バクテリア・
トコジラミ・ヒゼンダニのDNA
量を測定して、お部屋の衛生
状態を評価します。

https://lifecare.ideacon.co.jp/

お申し込みは、Webショップから

そのほかにも身近な問題や
課題を解決するさまざまな
サービスを提供いたします。

食品の栄養成分分析
水道水に関わる

水質分析
土壌環境の

コンサルティング
PCB分析

診断報告書例

CORPORATE DATA
社会基盤の形成と環境保全の総合コンサルタント
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事業内容

■建設コンサルタント事業
河川・海岸・港湾・道路・橋梁の整備・保全、交通・都市・地域計画、防災・減災対策

■環境コンサルタント事業
環境調査、環境評価・環境計画、自然環境の保全・再生・創造、環境化学分析、環境リスク評価、
廃棄物・有害化学物質対策、食品分析、衛生検査、生命科学

■情報システム事業
情報基盤の構築支援、防災・減災システム開発、気象・健康・生活情報の提供・配信

■海外事業
インフラマネジメント、環境保全・創出


